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近年、情報通信機器の開発・普及に伴い、情報通信機器を応用し診療の支

援に用いる、いわゆる遠隔診療(以下、単に「遠隔診療」という。)の可能性

が高まりつつある。 

これまでも遠隔診療は、医師又は歯科医師が患者の病理画像等を専門医の

もとに伝送し、診療上の支援を受けるといった、医療機関と医師又は歯科医

師相互間のものを中心に、既に一部で実用化されているところである。 

これとともに、今後は、主治の医師又は歯科医師による直接の対面診療を

受けることが困難な状況にある離島、へき地等における患者の居宅等との間

で、テレビ画像等を通して診療を行う形態での遠隔診療が実用化されること

が予想されるなど、遠隔診療の態様はますます多岐にわたるものと考えられ

る。 

遠隔診療のうち、医療機関と医師又は歯科医師相互間で行われる遠隔診療

については、医師又は歯科医師が患者と対面して診療を行うものであり、医

師法第二〇条及び歯科医師法第二〇条(以下「医師法第二〇条等」という。)

との関係の問題は生じないが、患者の居宅等との間で行われる遠隔診療につ

いては、医師法第二〇条等との関係が問題となる。 

そこで、今般、遠隔診療についての基本的考え方を示すとともに、患者の

居宅等との間の遠隔診療を行うに際して、医師法第二〇条等との関係から留

意すべき事項を左記のとおり示すこととしたので、御了知の上、関係者に周

知方をお願いする。 

なお、過日、厚生科学研究費による遠隔医療に関する研究の報告が取りま

とめられ、公表されたところであるので、参考までに送付する。 

記 

一 基本的考え方 

診療は、医師又は歯科医師と患者が直接対面して行われることが基本であ

り、遠隔診療は、あくまで直接の対面診療を補完するものとして行うべきも

のである。 

医師法第二〇条等における「診察」とは、問診、視診、触診、聴診その他

手段の如何を問わないが、現代医学から見て、疾病に対して一応の診断を下

し得る程度のものをいう。したがって、直接の対面診療による場合と同等で

はないにしてもこれに代替し得る程度の患者の心身の状況に関する有用な情

報が得られる場合には、遠隔診療を行うことは直ちに医師法第二〇条等に抵

触するものではない。 

なお、遠隔診療の適正な実施を期するためには、当面、左記「二」に掲げ

る事項に留意する必要がある。 

二 留意事項 

参考 



(一) 初診及び急性期の疾患に対しては、原則として直接の対面診療によるこ

と。 

(二) 直接の対面診療を行うことができる場合や他の医療機関と連携すること

により直接の対面診療を行うことができる場合には、これによること。 

(三) (一)及び(二)にかかわらず、次に掲げる場合において、患者側の要請に

基づき、患者側の利点を十分に勘案した上で、直接の対面診療と適切に組み

合わせて行われるときは、遠隔診療によっても差し支えないこと。 

ア 直接の対面診療を行うことが困難である場合(例えば、離島、へき地の患者

の場合など往診又は来診に相当な長時間を要したり、危険を伴うなどの困難

があり、遠隔診療によらなければ当面必要な診療を行うことが困難な者に対

して行う場合) 

イ 直近まで相当期間にわたって診療を継続してきた慢性期疾患の患者など病

状が安定している患者に対し、患者の病状急変時等の連絡・対応体制を確保

した上で実施することによって患者の療養環境の向上が認められる遠隔診療

(例えば別表に掲げるもの)を実施する場合 

(四) 遠隔診療の開始に当たっては、患者及びその家族等に対して、十分な説

明を行い、理解を得た上で行うこと。特に、情報通信機器の使用方法、特性

等については丁寧な説明を行うこと。 

(五) 患者のテレビ画像を伝送する場合等においては、患者側のプライバシー

保護には慎重な配慮を行うこと。特に、患者の映像の撮影、情報の保管方法

については、患者側の意向を十分に斟酌すること。 

(六) 情報通信機器が故障した場合における対処方法について、あらかじめ患

者側及び近隣の医師又は歯科医師と綿密に打ち合わせ、取り決めを交わして

おくこと。 

(七) 診療録の記載等に関する医師法第二四条及び歯科医師法第二三条の規定

の適用についても、直接の対面診療の場合と同様であること。 

(八) 遠隔診療においても、直接の対面診療と同様、診療の実施の責任は当然

に診療を実施した医師又は歯科医師が負うものであること。 

(九) 遠隔診療を行うに当たり、医師又は歯科医師が患者又はその家族等に対

して相応の指示や注意を行っているにもかかわらず、これらの者がその指示

や注意に従わないため患者に被害が生じた場合には、その責任はこれらの者

が負うべきものであることについて、事前に十分な説明を行うこと。 

別表 

遠隔診療の対象 内容 

在宅酸素療法を行っている

患者 

在宅酸素療法を行っている患者に対して、テレビ電話等情報通信機

器を通して、心電図、血圧、脈拍、呼吸数等の観察を行い、在宅酸

素療法に関する継続的助言・指導を行うこと。 

在宅難病患者 在宅難病患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、心電

図、血圧、脈拍、呼吸数等の観察を行い、難病の療養上必要な継



続的助言・指導を行うこと。 

在宅糖尿病患者 在宅糖尿病患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、血

糖値等の観察を行い、糖尿病の療養上必要な継続的助言・指導を

行うこと。 

在宅喘息患者 在宅喘息患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、呼吸

機能等の観察を行い、喘息の療養上必要な継続的助言・指導を行

うこと。 

在宅高血圧患者 在宅高血圧患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、血

圧、脈拍等の観察を行い、高血圧の療養上必要な継続的助言・指

導を行うこと。 

在宅アトピー性皮膚炎患者 在宅アトピー性皮膚炎患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を

通して、アトピー性皮膚炎等の観察を行い、アトピー性皮膚炎の療

養上必要な継続的助言・指導を行うこと。 

褥瘡のある在宅療養患者 在宅療養患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、褥瘡

等の観察を行い、褥瘡の療養上必要な継続的助言・指導を行うこ

と。 

在宅脳血管障害療養患者 在宅脳血管障害療養患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を

通して、運動機能、血圧、脈拍等の観察を行い、脳血管障害の療

養上必要な継続的助言・指導を行うこと。 

在宅がん患者 在宅がん患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、血

圧、脈拍、呼吸数等の観察を行い、がんの療養上必要な継続的助

言・指導を行うこと。 

 


